
2015 年 12 月 12 日（土）13:30～16:30 

【会場：大阪市立大学杉本キャンパス全学共通教育棟 813教室】 

○地域公開シンポジウム テーマ 「エネルギー問題と地域の選択肢」 

企画趣旨 温室効果ガスによる地球温暖化、そして東日本大震災と福島原発事故によって、

エネルギー問題は社会的課題として大きく浮かび上がってきた。原発事故後の原災地の状

況をみれば、社会的費用を含めて原子力発電が「安い」とは考え難い。エネルギーをめぐ

る選択が活発に議論されているが、地球環境問題における「地球」スケールやエネルギー

の安全保障における「国」の単位だけでなく、一国内のローカルな地域を踏まえた議論が

深められているだろうか。 太陽光発電やバイオ燃料の利用など再生可能エネルギーを軸と

した地域分散型エネルギーシステムが、期待されるとともにさまざまな地域で実践されつ

つある。岡山県真庭市をはじめ、日本の地方圏ではエネルギーの生産と循環において注目

すべき事例がみられる。しかしながら、それら分散型システムは大阪をはじめとする人口

密度が高くエネルギー多消費で土地利用の余裕が少ない大都市圏でも機能するのであろう

か。 再生可能エネルギーを利用する条件に恵まれている地域においては、エネルギーの自

給を高めるとともに地域経済循環を再構築しなければ地域社会の持続可能性が脅かされよ

う。地域経済と自治体財政の基盤の弱さが、大都市圏にエネルギーを供給するエネルギー

生産基地の形成と結びついてきた側面もある。 今後のエネルギー戦略をめぐっては、「ド

イツやデンマークに学べ」という論調も多い。しかし、風力発電の例からも示唆されるよ

うに発電好適地は地理的に偏りが激しい。風向きの安定性などの自然条件や居住地との近

接性などの社会条件を踏まえる必要もあり、先進地からの「ベスト・プラクティス」の単

なる輸入では限界があろう。地域経済や環境問題を考える学者や運動家は、「グローバルに

考え、ローカルに行動する！」という標語に魅せられてきた。しかし、エネルギー移行に

ついては、「グローバルに考える」ことも重要だが、さらに「ナショナルに、ローカルに考

え」、そして地域の選択肢を見定め「ローカルに行動する！」ことが必要になるのではなか

ろうか。 
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